
　　　　　　　　　　　　　における
「技術移転への取り組み」

特許ライセンス収入額が国内大学・公的研究機関 1位（平成 25年度大
学技術移転協議会調査）である国立研究開発法人物質・材料研究機構
における産学連携の取り組みを、知的財産室長の中野恵介氏に解説し
ていただきます。
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